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National Offshore Oil Corporation，以下，CNOOCと略）の渤海湾への原油流出、2013







































































2 - 1 日本国内における中国石油エネルギー産業戦略の実証研究 
 現在、中国 3大国有石油会社である CNPC、Sinopecと CNOOCは国際石油エネルギー市場
における新たなプレイヤーとして成長しつつある。中国国有石油会社の原油生産量は、1950
年代初期の年間 20万トンから 2013年の 2億 800万トン（2014年 1月 21日付、中国国家











                                                             
9 国家安全生产监督管理总局信息研究院『2012年煤炭发展报告』煤炭工业出版社，2012年 
10 2011年の石炭消費量は 35億 7000万トンである。内訳は電力が 19億 6000万トン（全体の 55％）、鉄鋼




































































                                                                                                                                                                            
CNPCは石油・天然ガスの開発に重点を置き、同時に精製・販売の下流部門も経営する。新 Sinopecは石油
下流部門のみならず、上流の石油・天然ガスの探鉱・開発も行う。 
16 Bo Kong,“An anatomy of China’s energy insecurity and its strategies”,Pacific Northwest National Laboratory of 








全は、中国政府の弱いエネルギー政策システム（Weak energy policy making system）、大
手国有企業によるエネルギー市場の独占（Monopolized energy market）、先物市場に関す




















































                                                             
19 Philip Kotler,Nancy Lee,Corporate Social Responsibility:Doing the Most Good for Your Company and Your 



































                                                             
24 横山恵子「企業の社会的責任論への社会戦略的アプローチ」松野弘・堀越芳昭・合力知工編著『「企業
の社会的責任論」の形成と展開』ミネルヴア書房、2006年、p.272 
25 ダイヤモンド社のビジネス情報サイト「グロービス MBA講座 基礎編 経営戦略の策定プロセス」



























 第 1の分析視角は、経営向上の手段・ツールとしての CSRへの取り組みが、どのように
中国石油エネルギー産業の競争力を強化するかを明らかにすることである（第 2、3章）。 






















 第 2の分析視角は、第 1の分析視角とは逆に、中国石油エネルギー産業の競争力強化そ






 第 3の分析視角は、先進国の CSR遂行のあり方を学ぶという視点である（第 5章）。 
 この点について、「CNPC CSR報告書 2013」では、指導方針・行動計画が大半の内容と
なっており、具体的に何をやっていたかについてはほとんど言及されていない。日本の石
油企業が発行した CSR報告書を検証し、CNPCの CSR報告書をめぐる改善点を指摘したい。 
 
                                                             
28 新華網 HP「本網特稿：胡錦涛闡述全球能源安全」
http://news.xinhuanet.com/politics/2006-07/18/content_4847040.htm（2014年 7月 15日閲覧） 






































                                                             
30 デューディリジェンス（Due diligence）は、あるプロジェクトあるいは組織の活動のライフサイクル全
体におけるリスクを回避し、軽減する目的で、これらのリスクを特定する包括的で積極的な努力を指して
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15 日に、中国の全国人民代表大会で可決された「第 12 次国民経済・社会発展 5 ヵ年計画
要綱（2011 年～2015 年）」における科学技術の発展目標・指標44に関し、研究開発経費の
GDP比（％）については 2010年の 1.76％から、2015年に 2.2％へ、就業人口 1万人当たり
                                                             




43 2013年 7月 5日から 7月 20日まで、中国石油・天然ガス集団公司傘下の大慶石油化工公司で現地調査
を行い、技術自主開発の問題点およびそれの解決策について、沢山の技術開発者･労働者へのインタビュ
ーを実施した。 
44 ｢第 12次国民経済・社会発展 5ヵ年計画要綱（2011年～2015年）｣における科学技術の発展目標・指標
は、①研究開発経費の GDP比（％）を 2010年の 1.76％から 2015年には 2.2％に引き上げる。②就業人口
1万人当たりの研究開発人員投入を 2010年 33人/年から 2015年には 43人/年に引き上げる。③国際科学
論文被引用数世界順位を 2010年の 8位から 2015年には 5位に引き上げる。④１万人あたりの発明特許保
有量を 2010年の 1.7件から 2015年には 3.3件に引き上げる。⑤研究開発人員の発明特許申請量（件/100
人/年）を 2010年の 10件から 2015年には 12件に引き上げる。⑥全国技術市場契約取引総額を 2010年の
3907億元から 2015年には 8000億元に引き上げる。⑦ハイテク産業付加価値額が製造業付加価値額に占め
る割合（％）を 2010年の 13％から 2015年には 18％に引き上げる。⑧国民の基本的な科学の素養を身に
付けている割合（％）を 2010年の 3.27％から 2015年には 5.16％に引き上げるというものである。 
23 
 

















2 - 2 - 1 ガソリンとディーゼルオイル品質の改善と環境対策 
 ガソリンとディーゼルオイル品質の改善の成果について、国 4標準（中国の国家第 4段
                                                             




































2 - 2 - 2 重油改質分野 































                                                             
54 超重油供水素熱分解改質降粘技術とは、重油から燃料油を製造する過程に、改質器でのコーキング発生
防止と、重油から生成する燃料油の収率の向上を図られる技術である。 
55 二段提昇管触媒分解技術とは、二段提昇管により、重油を 2回精製できる技術である。 
56 ヘキサデカンとは、炭化水素の一種で、炭素が 16連なった直鎖アルカンである。 
57 プロピレンとは、炭化水素の一種で、炭素の数が 3個で二重結合を 1個持つアルケンである。 
58 重油触媒分解高選択生産プロピレン･軽質油技術とは、重油を高温・短時間で選択的に分解し、プロピ
レン･軽質油を得る技術である。 
















































                                                             
































                                                             
65 五大合成樹脂とは、ポリエチレン (PE)、ポリプロピレン (PP)、ポリスチレン (PS)、ポリ塩化ビニル 
(PVC)と ABS樹脂 (ABS)である。 





















3 - 2 技術現場の目線から見た課題 










                                                             


























                                                             
68 同インタビューによる。 




















































出所：2013年 7月 4日に、CNPCの総エンジニアである藺愛国へのインタビューより作成。 
 
                                                             
72 同インタビューによる。 






















4 - 1 課題解決のための方策 









                                                             




































4 - 2 ＣＳＲの方策 






























































































































































当該事例の現状の把握を行い、モンゴル国鉱物資源・エネルギー省（Ministry of Mineral 
Resources and Energy、以下、MMREと略称）80鉱物資源管理庁（Mineral Resources Authority 
of Mongolia、以下、MRAMと略称）81公表資料から、同国の石油開発政策に係る情報を取得
                                                             
77 中国商務省傘下中国対外承包工程商会「中国対外承包工程行業社会責任指引（Guide on Social 
Responsibility for Chinese International Contractors）」2010年 12月 
78 中国商務省「中国企業海外進出環境保護指南」2013年 2月 

























                                                                                                                                                                            
機関である。 
82 高橋裕平「モンゴルにおける鉱業活動」地質ニュース 600号、2004年、pp.18－24 
83 Andy Hall,Janchiv, Galtsog,“Searching for Oil Seeps:Iodine Sampling of the Zuunbayan and Unegt Basins”,Roc 
Oil Company Limited,May 2000 
84 Niiden Ichinnorov,“Petroleum sedimentary basins in Mongolia”,地質調査総合センター研究資料集 432 
85 中華人民共和国商務部 HP「中国大慶油田有限公司在蒙古開採石油」
















 MRAM公表資料「モンゴル国石油法施行細則（Regulation for Implementing the Petroleum 




契約（Production Sharing agreement）」を締結することを挙げられる。図 2のような契約
を通じ、モンゴル国政府は、石油会社に最小限の年間投入額を要求している。具体的には、
1年目は 250万ドルであり、2年目には 1年目の 1.8倍の 450万ドルにまで増加しており、











                                                                                                                                                                            
88 3次元反射法地震探査では受発震点を面的に配置させることにより、反射点分布をある領域内に均等に
分布させて３次元的なボリュームのデータを得ることができる。（同上） 
89 大慶公司の内部資料「在蒙古国 2005－2011年期間完成的工作状況」により。 
90 モンゴル国鉱物資源管理庁「モンゴル国石油法施行細則（Regulation for Implementing the Petroleum Law of 
















                                                             



































                                                             
93 2010年 9月 1日に大慶油田有限公司の国際工程部の孫学継エンジニアへのインタビューによる。 



















                                                             


























（1973年から 2004年までの大慶原油取引、1980年代から 2000年 9月までの渤海湾での日
中石油探鉱開発協力など）が行われてきたが、近年、エネルギー分野において、日本と中
国の間での競争および利益衝突（東シナ海ガス田の開発97、ロシア東シベリアの原油輸送



















                                                                                                                                                                            
単独開発を始めた。日本政府の抗議に対して、中国外務省は「天外天は言い争う余地のない中国の管轄区
域」との談話を述べた。（「東シナ海ガス田交渉、早期再開要請へ 中国に政府」2012年 2月 1日付日本経



















































































3 - 1 発展計画104 
政府は、2020年では、風力発電設備容量が 1億 5000万 kW、水力発電設備容量が 3億 8000
                                                             
103 2012年 9月 15日に中国省エネルギー諮問有限公司の霍氏へのインタビューによる。 













3 - 2 研究員から見た発展の課題107 













しかし、原子力発電の安全問題を考えると、中国政府は、「第 12次 5ヵ年計画 」中の風
力発電と太陽光発電の目標容量を増大する可能性がある。現段階で、具体的な増大量につ
いて中国政府は検討している。中国政府は一部の原子力発電の発展の力を再生可能エネル
                                                             
105 国家発展改革委員会「再生可能エネルギー中長期発展計画」2007年 8月、pp.19-25 
106 中国エネルギー中長期発展戦略研究プロジェクト組『中国エネルギー中長期（2030、2050）発展戦略
研究（再生可能エネルギー卷）』科学出版社、2001年 
107 2012年 9月 15に、国家再生可能エネルギーセンターの研究員袁振宏氏へのインタビュー により。 















4 - 1 NEDO北京事務所 






























































































電のコストは 1kwhあたり 48円とされている。これは、原子力発電の約 8倍である。家庭





































































出所: 2012年 9月 16日に、NEDO北京事務所の K氏へのインタビューより作成。 
 
第5節 川崎重工と安徽海螺集団の合併事業116 









5 - 1 日中協力の先進事例 




エネルギーモデル事業の契約締結のため、1998 年に川崎重工が NEDO の委託先企業として
安徽海螺集団傘下の寧国セメント工場向けに 7200kW のセメント排熱発電設備を提供した
のが始まりである。川崎重工が NEDO の委託先企業であるので、NEDO 北京事務所は川崎重
工と安徽海螺集団の合併事業の資料を保有している。 
 
5 - 2 合併事業の経緯と業績 




海螺セメントの 8工場の 11セメントプラント向けの排熱発電設備を提供した。この 8工場
の 11セメントプラントの総生産量は、日本のセメント総生産量の約半分に及ぶ。排熱発電
設備の出力は、8300kWから 3万 500kWまでであり、総出力は 20万 kWに達する。日本国内





                                                                                                                                                                            
握する（本節 5－2）。この合併事業の成功の原因と日本企業の狙いなどを 2012年 9月 16日に NEDOの技術
委員である K氏へのインタビュー基づいて記述した（本節 5－3）。 











り、電力消費の低減量は、1685MW（2012 年 5 月まで）であり、二酸化炭素排出削減量は、
1100万ｔ/年である。 
 














































































































                                                             
119 CNPCは 2010年に「2009年度社会責任報告」、「スーダンにおける中国石油」の 2冊を発行した。 
120 SynTaoの報告書では、持続可能性報告書、社会的責任報告書、企業社会責任報告書、公民報告などを
CSR報告書として調査対象としている。 





























                                                             




いる。本社所在地は東京品川区である。従業員数（2012年 4月時点のデータ）は 524人（男性社員は 474
























































出所：2014年 4月 4日における三愛石油株式会社の CSR推進課訪問時の入手資料「SS（サ
ービスステーション）対応策資料」から作成。 
 
1 - 2 震災後のＣＳＲ活動 
 2012年度においては、三愛石油グループ126は定期的に CSR委員会（四半期毎）、危機管
                                                             
125 三愛石油株式会社 CSR推進部「三愛石油グループ CSR報告書 2013」（2013年 9月）、3頁～6頁から
作成（2014年 4月 4日における三愛石油株式 CSR推進部訪問時の入手資料）。報告書の報告対象範囲とし
ては、三愛石油株式会社を中心に、一部の項目では三愛石油グループ全体やグループ各社の活動も含んで
いる。報告対象期間としては、2012年度（2012年 4月 1日～2013年 3月 31日）を基本としており、一部






























                                                             























～2011年 3月 31日）協定森林が 35ha(1ha=10000m2)、第二期（2011年 4月 1日～2014年
3月 31日）協定森林が 38haとなった。高知県 CO2吸収委員会算出のデータによると、協
定森林の CO2削減量は 2008年の 98t－CO2（二酸化炭素トン、二酸化炭素の重量に換算し
た単位）から、2012年の 345t－CO2に増加した130。 
                                                             




























                                                                                                                                                                            
ビューおよび同日訪問時の入手した資料「三愛石油本社の環境活動 2012年度の結果と 2013年度の目標」
から作成。 
























































































































































































                                                             
133 日本経済新聞 HP「米中、温暖化ガス削減で合意 米が新目標 中国、2030年をピークに」
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2012年 9月 16日における NEDO北京事務所技術委員の K氏へのインタビュー 







第 1章 問題意識と本研究の位置づけ 
・書き下ろし。 


























































光陰矢のごとし、2008年 9月来日してから、2014年 9月までまる 6年間になった。今振
り返ると感無量である。博士論文は自分にとっては新たな道への調査であり、自分探しの
道でもある。生まれ育った第 1故郷である中国、僕を留学生として成長させてくれた第 2
故郷である日本は、隣国として末永く友好していくことを願っている。筆者は石油エネル
ギー分野での研究を通じて、微力ながらエネルギー消費・石油輸入大国である日中両国の
エネルギー分野での協力・強調に役立つ研究・発信になれば幸いと思っている。 
中国石油エネルギー産業の CSRのあり方とその応用実践をめぐる議論には、まだ解決さ
れなければならない問題が多く残されている。本研究は、そうした大海へ船出するための
一歩にすぎない。筆者にとって本研究が、それに値する貴重な礎石となることを願って、
稿を結ぶことにしたい。 
 
2014年 12月 
 
宇都宮大学国際学研究科博士後期課程共通研究室にて 
 
陳懐宇 
